
Crunch time V – 決断の時5
2025年の経理財務部門

（デロイトの予想）
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スマートフォンアプリケーションからホームオートメーション（家電等の自動化）、キャッシュレス取

引などに至るまで、デジタル革新は今や消費者にとって当たり前のものとなっています。それに

伴い、私たちの行動や物事の処理方法はさまざまな点で変化を見せています。

ビジネスにおいては、ロボットが人間と協力し、自動車生産や貨物配送、コンピュータ設計、発

電などに従事しています。ブロックチェーンがダイヤモンドの供給ルートを追跡し建設機械を監視

しています。スマートマシンも病院や搬送コンテナ、薬局などに進出しています。

こうした変化は、経理財務部門の将来とどのような関係にあるのでしょうか。実はすべてに関係

があります。

こうした新技術が2025年までの今後7年間に、皆さんの組織にも導入され、経理財務機能の

強化や経理財務業務の迅速化、そしておそらくはコスト削減の推進に寄与することでしょう。

業務のやり方や業務そのものが具体的にどうなるのかはまだ分かりません。

我々の知る限り、経理財務部門における新たな変化を全て取り入れた組織は今のところまだ

存在しません。

しかし、それは近いうちに登場するでしょう。

現状把握
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いくつかの先進的な経理財務部門では試験的な取り組みの中で新技術を試していますが、拡張性

に富んだ革新的変化はまだ見られません。こうした未来へのロードマップはまだ作成途中です。

望ましい点をあげてみましょう。経理財務業務のあり方に見直しを迫る

新技術はすでに存在し、今後も改善され続けるでしょう。さらに、我々は

ほかのビジネスからも多くのことを学ぶことができます。工場では、自動化

によって実現できる変化を垣間見ることができます。スマートコントラクト

は、資産を追跡する新しい方法を教えてくれます。学べる材料はすでに

揃ってきています。無用に試行錯誤をする必要はありません。新技術を

採用し、導入を図ることへ注力すればよいのです。

つまり、こういうことです。経理財務部門のサポートを受ける企業経営者

は、人的資源を最優先とする考えを持っています。彼らは、個々の人材

が今より価値があり、かつ効率的に活動できることに対して、新技術が貢

献できるか否かを見ているのです。経理財務部門にも同じことを望んでい

ます。

このようにビジネスのニーズが高まりつつあり、イノベーションの勢いは加速し

ています。CFOにできることは、変化に向けて準備するか、撤退に向けて

準備するかのいずれかしかありません。

現在の立ち位置
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デロイトの予想

5

1

3

2

4

8

6

7

5

経理財務領域において、組織がどのように進化するのか

を予想することが我々の役割だと考えています。

予想の手法は単純明快なものです。経理財務部門の幹

部が何を日々実施しているのか、現時点でどのような新

技術が利用可能なのかを入念に観察して、以下の疑問

点について考えます。

「異なる新技術を組み合わせ、未来を作り変えるとしたら、

どのようなことが可能か」

「経理財務部門の業務をどのように処理し、誰がその処

理を行うのか」

「どうすれば経理財務部門が企業の成功に、より貢献す

ることができるか」。

こうした疑問を念頭に、デロイトが考える未来像を紹介し

ていきます。
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2. 経理財務部門の役割

大部分の業務は自動化され、経理財務部

門の役割はビジネスインサイトの分析により焦

点を当てることにシフトします。経理財務部門

の人材が生き残ることは約束されていません。

新技術と人間の労働力との新たな融合によ

り、経理財務領域の専門家が必要とするス

キルは、おそらく劇的に変化します。

3. 経理財務業務のサイクル

経理財務データはリアルタイムで処理さ

れます。仮にこれまではそうだったとしても、

周期的な報告に依存した業務や意思

決定のタイミングが左右されることはなく

なります。

4. セルフサービス

セルフサービスが当たり前になります。経理財

務部門はこれに不安を感じることもあると思

います。

5. サービス提供モデル

ロボットやアルゴリズム等の新しいサービス

提供モデルが登場し、フリーランス事業者

やギグワーカー、クラウドなど、多様な労働

力の一部として加わります。企業は業務の

国内アウトソーシングや海外オフショアと比

べた自動化のコスト優位性の検証が必要

になるでしょう。

7. データ

APIの普及により、データの標準化は進展しますが、

それで十分ではありません。企業は今後もなお自

社の乱雑なデータの整理に手を焼くことになります。

8. 労働力と職場

従業員は新しい方法で新たなことに取り組みま

す。その中にはCFOを不安にさせる取り組みもあ

ると思われます。

デロイトの予想

1. 経理財務業務のオートメーション化

自動化やブロックチェーンが経理財務業務

のより深い部分に浸透するとともに、操作

なしで取引が処理されるようになります。

6. 基幹システム（ERP）

新たな経理財務アプリケーションやマイクロサービ

スが従来型ERPの対抗馬として頭角を現します。

大手ERPベンダーはそれに対応するために準備せ

ざるをえなくなるでしょう。
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本レポートはDeloitte USが発表した内容をもとに、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社が翻訳・加筆したものです。

和訳版と原文(英語)に差異が発生した場合には、原文を優先します。
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経理財務業務のオートメーション化

自動化やブロックチェーンが経理財務業務のより深い部分に浸透するとともに、操作なしで取引

が処理されるようになります。

今後何年かにわたり、クラウドベースのERPや自動化、コグニティブイノベーションは急速に広がり続け、プロセスを抜本的に簡素化し、人的資源を

時間的拘束から解放するでしょう。ブロックチェーンがこれに加わることで、その勢いはさらに加速します。こうした転換のスピードが増すことにより、人

的資源は高付加価値業務に力を注げるようになります。

業務

経理財務部門の焦点がシステムの設計や構成、維持管理

に移行するに伴い、従来型のプロセスとそれに付随する縦

割り構造は姿を消します。経理財務部門は、ビジネスに

沿った業務プロセスと、それに対するガバナンスを自動化プロ

セスに取り入れることになるでしょう。リアルタイムの指標やモ

ニタリングはそれに欠かせない要素となります。

労働力

経理財務部門ではロボットやコグニティブエージェントなどによ

る労働力拡張に伴い、他システムと連携を実現するための

システム構築を行う人材が必要となります。その一部を担う

のはこれまでの従業員であり、また同様に下請事業者やフ

リーランス事業者です。いずれの場合においても、新技術とビ

ジネスを理解する人材は価値の高い存在となります。そうし

た優れたプロフェッショナルはすでに供給が不足しています。

バランスシート内外を問わない新しい人材構成など、ハイブ

リッド労働力への移行が拡大していきます。

職場

経理財務部門の役割は変化し、ビジネスに対するミッション

は拡大します。先進的な組織はファイナンスに係る指令セン

ターを設置し、そこでは少人数のプロフェッショナルチームが

ダッシュボードを使ってすべてのプロセスをモニターします。チャッ

トボットや音声統合ソリューションが一般化し、ステークホル

ダーは新技術やデータを活用したシームレスで直感的なやり

取りの恩恵を受けます。その結果として高いレベルのスピード

感によるビジネスが可能となり、特にM&Aや部門売却の支

援において有効となります。

01



9

01

02

03

04

05

06

07

08

経理財務業務のオートメーション化

検討事項

デジタル革新の中で姿を消す経理財務部門について考えるのは興味深

いという意見もありますが、そのようなことは起こりません。確かに、経理

財務部門のスリム化が進む可能性は高いですが、それは主として定常

業務（受注から回収、調達から支払等の定常的な取引に関連するも

の）の人員機能に関するものです。一方で、ビジネスに関連した業務

（事業部連携、報告、計画、予算、予測など）や専門性が求められ

る業務（税務、資金管理、 IRなど）によるサポートへの期待は今後も

増大します。

テクノロジーとビジネスの双方を理解する人材は価値の高い存在となります。そうした優れたプロフェッショナル人材は常

に不足しています。

• チームを編成して、他の経理財務部門がどのようにデジ

タルツールや自動化プロセスを試験導入しているかを調

査します。 2025年迄に実用化されうる新技術は既にど

こかで検討されています。他社がどんな取り組みをしてい

るかを調査してみましょう。

• 組織における特に労働集約的なプロセスの一つを調べ

て、自動化ツールやコグニティブツールによってどのような

簡素化・自動化が可能かを考えてみましょう。また、こう

した変化は組織や人材ニーズにどのような影響を及ぼす

のでしょうか。インスピレーションを得るため、新技術を導

入した経理財務業務をオートメーション化した現場を1～

2カ所訪問してみましょう。

01

行動リスト
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経理財務部門の役割

大部分の業務は自動化され、経理財務部門はビジネスインサイトの分析に、より焦点を当てること

にシフトします。 現時点で成功は約束されていません。

経理財務部門が現在、指揮下に持つリソースを今後も保ち続けるかは、付加価値をもたらす能力にかかっています。そのためには、質の高いインサイト

や極めて優れたサービスの提供が必要となります。一部の経理財務部門は完全なシェアードサービスセンターに変貌を遂げることになるでしょう。

業務

経理財務業務は、予算や報告から、構想立案、高度な予

測、可視化の向上を含む上流へと移行します。事業部門

と連携したチームが集まり、より複雑な意思決定に焦点を当

て、必要に応じて臨機応変に行動します。意思決定に必要

な情報は「ジャストインタイム（JIT）」で示され、全体的な

経営意思決定のプロセスに完全に統合されます。定期的な

予測はアルゴリズム処理され、これをデータサイエンティストや

認知心理学者を含む、少数精鋭の専門家が常時検証し

ます。経理財務部門は会社全体を通じて行われる意思決

定のあり方に対する発言力を強めます。

労働力

コンピュータが企業経営者からの日常的な要請を処理する

ことにより、経理財務部門はより率先的な対応が可能にな

ります。社員は分析用データの準備に費やす時間を減らし、

「これはビジネスに対してどんな意味合いを持っているのか」や

「実績値と期待値のギャップを埋めるにはどうすればよいか」

といった疑問への対処に充てる時間を増やすことができます。

こうした疑問に対処するには、ファイナンスへの理解と、人員

配置に関する助言能力が求められます。これは経理財務

部門がビジネスインサイトに何人配置できるかといった現在

のあり方からの大きな転換となります。

職場

経理財務部門が企業の各部門に差別化された水準の異

なるサービスを提供することが求められる中、俊敏性は重要

な要素となります。優れた成果を上げている経理財務部門

では、一部の経理財務部門要員が、その事業の経営層と

同じ場所に所在し、経営判断等に加わることも考えられま

す。また、成果の低い事業部門も実践的な助言を受けるこ

とも可能で、この場合は改善を目的としたものです。人員と

テクノロジーの組み合わせがチームの結束を維持する要素と

なります。

02
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経理財務部門の役割

検討事項

企業は、それが厄介な問題を引き起こすとしても、部門横断的

な知識の共有が望ましいものであることを認識しています。部門

間の垣根をあいまいにすることによる効果を最大限に得るための

方策を学びましょう。

定期的な予測はアルゴリズム処理され、これをデータサイエンティストや認知心理学者を含む少数精鋭の専門家が常時検証し

ます。

• ビジネスパートナーとして機能している経理財務部門のメ

ンバーを見つけ出し、それを模倣します。経験不足の人

員に対するトレーニングを支援し、成長を促します。

• 経理財務部門の意思決定権者の役割を想定します。

意思決定の分類を作成し、ビジネスに係る意思決定の

方法や時期について組織内の理解を促進します。

02

行動リスト
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経理財務業務のサイクル

経理財務データはリアルタイムで処理されます。これまでとは異なり、周期的な報告が業務や意

思決定を左右することはもはやなくなります。

実績値と予想値の両方を要求に応じて即座に提供できるようになると、従来型の周期的な報告の意義は低下します。実績データとアナリティクスデータという

時代遅れのカテゴリは姿を消し始めています。経理財務部門は依然として外部の要望に応えて周期的な情報を提供する必要がありますが、投資家は業績情

報をより頻繁に開示することを望むでしょう。先進的な経理財務部門は、期末というマイルストンは存在しないという新しい考え方で運営することになります。予

想は毎月や毎四半期の単位では行わず、すべてリアルタイムで実施します。

業務

情報やインサイトに対するステークホルダーの期待は劇的に

高まります。売上高やキャッシュフロー、在庫等を定常的に

追跡することは当たり前になります。情報の質は処理を行う

システムをモニターする人員が監視します。

労働力

経理財務部門は、報告や予測の自動化、、業務プロセス

の設計等を担うシステムの専門家やデータサイエンティストに

大きな期待をかけます。これらのチームは従来型のリーダーに

異なる考え方を投げかけます。このような新しい従業員は従

来型のビジネスアナリストと協力して取り組み、ステークホル

ダーに対して、リアルタイムの情報やインサイトを提供します。

人工知能（AI）による強化を図り、人間の能力を超える

深層学習やパターン認知を提供します。

職場

経理財務部門はよりフラットで、分散されたものになり、チー

ムは、その発生の場所や方法を問わず、データへの即時かつ

容易なアクセスが可能となります。バッチ処理は過ぎ去った

時代の昔懐かしい言葉となります。システムは待ち時間なし

でストリーミングデータを提供します。スムーズかつ操作不要で

統合された情報プラットフォームで何でもできるようになります。

03
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経理財務業務のサイクル
検討事項

現在の多くの経理財務報告の周期は技術やデータ処理の限

界による制約を受けています。物事が定期的なスケジュールで発

生しているのは、そうした発生スケジュールにならざるを得ないから

です。情報が必要な人に即座に提供できれば、従来型の周期

は不要になります。それによって、従業員は新しいインサイトを見

いだし、その活用に注力することができるようになります。

予測・見込等は毎月や毎四半期の単位では行わず、すべてリアルタイムで実施します。

• 自社の重要な意思決定の中でカレンダーに左右されて

いるものはどれですか。リアルタイムな運営環境ではそう

した決定がどのように実施されるかについて再検討します。

• リアルタイム自動化処理を有効活用するための利用事

例を調査します。

03行動リスト
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セルフサービス

セルフサービスが当たり前になります。経理財務部門は不安を感じることもあるでしょう。

多くのビジネスパーソンにはファイナンスの基本的な素養があります。スマートフォンのデジタル音声回答によって自らの疑問を解消することができるな

ら、それを利用することを選択します。予算の質問や報告書作成などのさまざまな活動は自動化されます。やがて、各種ツールが各人の求めている

情報を学習し、率先して提供するスマートエージェント化するでしょう。こうした未来の到来に伴い、表計算ソフトのデータは、直感的に把握しやすく、

使いやすい視覚的な情報に置き換えられることでしょう。

業務

表計算ソフトを使う会計士は業務の90％を人手の介入な

しに処理する新技術に置き換えられます。より付加価値の

高い業務を遂行するためには、ビジネスパーソンとシステム専

門家やデータサイエンティスト、ファイナンスの戦略担当者の

機能横断的な連携が求められます。

労働力

経営陣の日常的な疑問すべてに回答できる人材を全員確

保することは不可能です。激動する新しい世界で成功を目

指す企業は、セルフサービス技術を理解した専門家の確保

に乗り出すことになります。優れた顧客体験の重要性を理

解する人材の獲得と育成を怠ってはなりません。

職場

セキュリティは常に需要ですが、セルフサービスの世界ではさら

に差し迫った課題となります。経理財務部門が監視する

データレイクはさまざまなビジネスユーザーにさらされます。チャッ

トボットは人々が新技術やデータと接触する主要なメカニズ

ムとなります。

04
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セルフサービス

検討事項

経理財務部門の対応力やその品質への期待が高まる状況で、

的確にセルフサービスの整備を行うことはとりわけ重要です。ビジ

ネスパーソンがセルフサービスで何かを行わなくてはならないときに

苛立ちや不満を抱くのは、経理財務部門にとって最も望ましく

ないことです。

やがて、各種ツールが各人の求めている情報を学習し、率先して提供するスマートエージェント化するでしょう

• 自分が消費者として普段の生活でセルフサービス型ツー

ルをどのように使用しているかをよく考えます。そうしたツー

ルを仕事の場面に導入したらどうなるでしょうか。

• 取引相手に自らのアナリティクスや報告、予測ニーズにセ

ルフサービスで対応する用意が整っているかを尋ねます。

04
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サービス提供モデル

ロボットやアルゴリズム等の新しいサービス提供モデルが登場し、フリーランス事業者や

ギグワーカー、クラウドなどの多様な労働力の一部として加わります。企業は業務のオフショア化と自

動化とを比較し、経済合理性を検証します。

自動化により、新たなコスト削減手段が得られ、経理財務部門は自分たちの組織のあり方や業務を処理する場所、そして人手の介在が不要なプ

ロセスについて、再検討する機会を得ることができます。クラウド型での労働力調達（FaaS）は中堅企業向け市場にとどまらず幅広く引き合いを得

ることになるでしょう。

業務

組織が自動化やブロックチェーンの可能性を実感するにつれ、

人々はインサイトに基づいた活動を含む、調査活動を主体

とした人手が必要な作業に注力します。契約書や請求書、

その他文書等から特別な価値を引き出し、基幹システムへ

のコピーと貼り付けを行う時代は終わりを告げます。先進的

な経理財務部門は自動化ツールを構築して、この作業を処

理します。

労働力

経理財務部門の業務運営を左右するのは経理財務部門

とIT部門、事業部門の連携拡大です。多くの組織はイノ

ベーションセンターを使って、部門間の理解とコミュニケーション

を促します。専門家チームには、ロボティクス、ブロックチェーン、

コグニティブ技術を熟知したフリーランス、ギグ、クラウドワー

カーといった多様な人材が含まれます。プロジェクトごとに流

動的に参加して、企業全体の能力を取り込み、統合化を

図り、縦割りの壁を取り除きます。学習や能力開発に積極

的な人は、仕事上や自己の成長にとって最大限の機会を

享受できます。

職場

機能横断的なチームのメンバーは互いに学ぶことによって成

長します。密接な連携を重視した新しいリーダー層やチーム

構成モデルが成長します。彼らは個人や同じ技能を持つ集

団では解決できない、極めて複雑な問題や課題に対処して

いきます。経理財務部門では分野横断的なチームの幅広い

連携を実現・促進できることが必要になります。使いやすい

連携ツールが不可欠です。

05
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サービス提供モデル

検討事項

個々のサービス提供者やそのケイパビリティは現在とは大幅に異

なるものになる可能性が高く、企業はオフショアやアウトソーシング

の領域で大幅な革新を経験することになります。同時に、ダイナ

ミックで機能横断的なチームの構築が必要となり、今後に向けて

今から準備していない経理財務部門は苦しい状況に陥ります。

どのような変化でもそうですが、こうした過渡期を乗り切るには優

れたリーダーが不可欠です。

クラウド型での労働力調達（FaaS）は中堅企業向け市場に留まらず、幅広い分野で牽引力を持つことに

なるでしょう。

• 自社のアウトソーシング先事業者と会い、自動化やコグ

ニティブ、ブロックチェーンに対する今後7年の戦略を共有

してもらいます。生産性をお互いにどのように向上させて

いくかを確認します。また自動化の面で積極的に取り組

んでいくことを主張します。

• どの分野で誰がどのような業務を行うべきかという選択

肢に対して、新技術がどのように影響を及ぼすか理解す

るために、シナリオ計画を立案します。 05
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基幹システム（ERP）

新たな経理財務アプリケーションやマイクロサービスが従来型ERPの対抗馬として頭角を現します。

大手ベンダーも準備せざるをえなくなるでしょう。

ERPベンダーは既に自らの製品に、自動化やブロックチェーン、コグニティブツールなどのデジタル技術を組み込んでいます。それでも、競合他社を出し

抜くことはできないでしょう。なぜなら、新規事業者がERPプラットフォーム内のトップの位置に立つ専用アプリケーションやマイクロサービスを携えて

ERP領域に参入することが想定されるためです。クラウドベースのERPは常に最新版に更新された状態であることを保証することに役立ちます。

業務

より多くの企業がクラウドベースのERPに移行するにつれて、

夜間に更新版をダウンロードするスマートフォンのようなシ

ステム運用を実施できるようにする等、標準化に向けた

選択肢を選んでいます。企業はカスタマイズしたシステム

を構築する代わりに、拡大するアプリケーションとマイクロ

サービスの市場で自社の求める機能を調達します。経理

財務部門の担当者の業務はこのような新サービスがプロ

セスの合理化やインサイトの提供にどう役立つかを把握

することです。

労働力

「人間ミドルウェア（人を介在とした業務プロセス）」の時代

は終わりを告げます。新技術はよりスマートになり、人を介在

せずにERPプラットフォームに自らを統合します。従業員はより

知的でより迅速な意思決定に必要な情報を経営幹部に

提供するために「自らがアプリケーションになる」のではなく、

「アプリケーションを使う」ことに注力する必要があります。

職場

カスタムアプリケーションに大規模な投資をしていた企業は、

複雑な環境に対応するためのコスト上昇に直面します。複

雑な環境に合わせて継続的な開発者のトレーニングや改修

が必要となるだけでなく、特別な人材が求められることにも

なります。

06
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基幹システム（ERP）
検討事項

経理財務領域ではテクノロジーの黄金期を迎えています。クラウ

ド型のEPRが次第に標準となるにつれ、新たな経理財務アプリ

ケーションやマイクロサービスが急増します。機能性を犠牲にする

ことなく、環境の複雑さや技術コストを劇的に減らすことができま

す。

クラウドベースのERPは常に最新版に更新された状態であることを保証することに役立ちます。

• 最近のクラウド化の動きを反映し、ERPベンダーは着実に

自社製品のポートフォリオに新しい機能やサービスを追加

しています。社内のITチームに、取引先のERP事業者が

すでに実現できる機能と短期的な今後の見通しについ

てレポートを依頼します。

• まだ実施していない場合は、経理財務業務にクラウドを

導入する自社用ロードマップの作成を開始します。 06

行動リスト
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データ

APIの普及により、データの標準化は促進されますが、それで十分ではありません。多くの企業は

今後もなお自社の乱雑なデータの整理に手を焼くことになります。

データの整理、統合に向けて、必要な労働力を投入している企業はほとんどありません。つまり、企業はデジタルトランスフォーメーションの価値を最

大限に引き出すことが出来ていません。データ問題を解決する特効薬を期待している人は失望することになります。自動化とコグニティブ技術により

データの整理は簡略化されますが、依然として困難で面倒な作業が必要になります。具体的にはどのような事柄でしょうか。それは句読点や略称、

データ入力フィールド、専門用語等です。魅力的な、目立つような作業でもありませんが、重要な作業です。

業務

データガバナンスは、歯間掃除のようなものです。私たちは

データガバナンスの重要性を理解していますが、十分には実

行できていません。そのため経理財務部門にとってデータ品

質が永続的な課題です。今後数年間は最高データ責任者

（CDO）を職務に加えることが賢明です。作業自体は地

道なものですが、データガバナンスが確実に実行されているこ

とを把握する必要があります。

労働力

どの経理財務部門でも、強い熱意と影響力を持ち、継続

的なデータ改善を推進する、データエバンジェリストが少なくと

も1人は必要です。数年にわたる長期的な取り組みを要す

る壮大なプロジェクトとしてとらえる必要があります。まず持

続可能なルールを確立した後に、保管データの整理という骨

の折れる作業を開始します。

職場

データは技術的な問題ですが、文化的な問題でもあります。

経営者がデータ品質を重視していなければ、組織は最善の

取り組みを妨げるデータ問題に直面することになります。こう

した組織はビジネスでのインサイトやサービスの提供に注力す

るのではなく、データの信頼性や完全性への疑念から、常に

データの修正に注力せざるを得なくなるでしょう。

07
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データ

検討事項

多くのCFOにとってデータ問題は表面化しておらず、一部のCFO

はユーザーの要求を満たすために必要な負担の大きさを十分認

識していません。その要因として、技術的な問題が絡んでいる点

や、データ問題を役員に提起しようとするモチベーションが人々に

働かないこと等が挙げられます。悪いニュースを報告する役目は

誰も請け負いたくありません。

自動化とコグニティブ技術でデータの整理は簡略化されますが、依然として困難で面倒な作業が

必要になります。

• 経理財務部門のIT担当やマスターデータ管理責任

者を集めてデータに係る会議を開催します。企業に

とって重要なビジネス分析に必要なデータの品質レ

ビューを求めます。

• 改善が急務である分野を特定します。実際には今

は気にならない事柄かもしれませんが、いずれ気にな

るようになった頃には（そして必ず気になることになり

ます）、大きな懸案に発展しています。

07
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労働力と職場

従業員は新しい方法で新しいことに取り組みます。その中にはCFOを不安にさせる取り組みもあり

ます。

経理財務部門の人材モデルは急激に進化し、データサイエンティストやビジネスアナリスト、ストーリーテラーが重要視されるようになっています。これは多

くの経理財務部門における劇的な変化を象徴しています。この変化に備えるには、将来目指す方向性に合った人材を採用する必要があります。重

要な資質には、特定業務で求められる専門能力に加え、強いサービス志向や柔軟性、優れた連携能力などが挙げられます。また、経理財務部門

の担当者は、コミュニケーション能力や影響力を活用し、経理財務業務の価値向上に貢献することが期待されます。すべての採用がこのような意味を

持つ形で実行される必要があります。

業務

ルールに基づく業務は大部分が自動化され、注力するポイ

ントはビジネスインサイトの分析や例外的な調査に移行しま

す。経理財務部門は率先的なサポートに、より多くの時間

を割くことになります。予測モデルやセルフサービス型の報告、

デジタルアシスタントなどのツールが、経理財務部門のメン

バーの戦略的な助言を提供する能力を向上させます。

労働力

将来、従業員は機能横断的なチームや日常的な連携に対

処することになります。経理財務部門はこれまで以上に、

チームメンバーの柔軟性やオープンマインドでの対応力を必要

とします。データサイエンティストはビジネスアナリストと連携し

て、自分だけでは解決できない問題の解決を図ります。サー

ビスへの姿勢が求められるのと同様に、すべての人員は技術

的知識を強化する必要があります。

職場

経理財務部門の職場が進化し、セルフサービスの導入が進

むに伴い、デジタルアシスタントに置き換わる場面に遭遇す

ると予想されます。この新技術は、経理財務部門のマネジメ

ント層と従業員、双方の要望に応え、新しいツールによって

情報の入手と内容把握を容易にします。この変化は人の連

携とともに、視覚化の重要性を高めるものです。皮肉にも、

将来は、特にプロジェクトや業務計画の早期段階において

は、チームメンバー間の物理的な近さが求められる可能性も

あります。

08
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労働力と職場
検討事項

新技術の導入は社内の人材モデルを転換することに比べれば、

比較的容易といえます。組織と企業文化は明らかにリンクして

いますが、その転換にははるかに多くの時間がかかり、慎重な対

応が必要です。経理財務部門は、2025年を見据えてすべての

採用を見直すべきです。

経理財務部門の担当者は皆、コミュニケーション能力や影響力を活用して、経理財務業務の価値向上に貢献する

ことが期待されます。すべての採用が意味を持つように見直す必要があります。

• 人事と連携して、経理財務部門が必要とする人材要件

を定義します。組織の従業員ならびに採用者で、目指す

方向性に合致する人材を特定します。

• 従業員に協調性や技術知識を高めるよう求めたい場合

には、必ず従業員を評価するための仕組みを構築します。

• 自分が完全に理解していないスキルを備えた人材を指揮

することの気まずさに慣れるようにします。

08
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未来がどうなるか、確実なことは誰にもわかりませんが、私たちは皆、どのようなことが起こるかを想定

し、それに備える責任を負っています。それはつまり、経理財務部門において、今のうちに適切な人

材確保、新技術の習得を行い、避けがたい将来の技術革新を有効活用できるようにすることです。

そのためには、デジタル社会における経理財務部門についての明確なビジョンと戦略が欠かせません。

今こそ、立ち止まって考え、その未来に対する自らのロードマップが明確になっているかを確認すること

が重要です。

本稿の予想の一部は間違っていることも正しいこともあるでしょう。

ただ、今後7年間で自動化の流れが加速し、拡大することは確実

と考えて良いでしょう。その費用対効果は見過ごすには大きすぎま

す。

より大きな価値を生み出したいと考える経理財務部門にとっては、極

めて有望な未来が待っています。その段階に達するまでの道のりは順

調・容易には進まないかもしれませんが、刺激的なものであることは確

実です。CFOは、経理財務部門がより効率的に適切なタイミングで経

理財務情報を提供できれば、自社の利益となることを理解しています。

それこそまさに本稿「2025年の経理財務部門」が眼目とする点です。

今後の動向は

「未来を予想する最善の手段は、自らそれを創り出すことである」
ピーター・ドラッカー
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グ合同会社、デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ税理士法人、DT弁護士法人およびデロ
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よびこれらに関連するサービスを、さまざまな業種にわたる上場・非上場のクライアントに提供しています。全世界150を超える国・
地域のメンバーファームのネットワークを通じ、デロイトは、高度に複合化されたビジネスに取り組むクライアントに向けて、深い洞察
に基づき、世界最高水準の陣容をもって高品質なサービスをFortune Global 500® の8割の企業に提供しています。
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ん。Deloitteのメンバーファームによるグローバルネットワークの詳細は www.deloitte.com/jp/about をご覧ください。

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、その性質上、特定の個人や事業体に具体的に適用
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